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令和７年度事業計画及び収支予算 

 

 

 

 

神奈川県福祉共済協同組合 

 

Ⅰ 基 本 方 針 

当組合は、第 20 期の決算年度を迎える令和７年度において、これまでの事業運営を

振り返り、安定した成果を維持しつつ、さらなる成長を目指します。中小企業及び事業

者に必要な福利厚生に寄与すべく「傷害共済」及び「生命医療共済」をもって共済事業

を展開し、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、“かながわで一番愛される協同

組合”をビジョンに掲げ、組合員価値の向上に努めてまいります。 
 

現下の我が国経済は、景気の回復を目指しながらも不安定な状況にあります。政府の

総合経済対策が景気の押し上げ要因となると期待されるものの、世界経済の不透明感

や米国の関税政策等の外部要因が、日本経済にリスクをもたらすことも懸念されてい

ます。 

中小企業においても、円安・物価高の継続や金利上昇は、輸出より輸入比率が高く借

入金依存度も高い中小企業にとって利益下押しのリスクとなっています。また、殆どの

業種で深刻な人手不足にあり、営業利益向上による賃上げ余力の創出が求められる等、

直面する課題は多岐にわたっており、引き続き厳しい状況が予測されます。 
 

このような状況の中で、当組合といたしましては、共済事業を通して、組合員たる中

小企業者の振興・発展に寄与するという事を念頭に置き、企業で働く皆様にとって、充

実感と安心感のある生活を側面から支えることを目指し、募集網の拡充を図るととも

に、なお一層の募集力強化に努め、積極的かつ組織的な募集活動を推進し、組合員のニ

ーズに即した共済の保障を提案・提供していくこととし、総収入共済掛金目標６億

6,779 万円を掲げ活動してまいります。この目標の達成と業績向上に全力を尽くす所存

でおりますので、総代をはじめとする組合員の皆様のご支援とご協力をお願いいたし

ます。 

 

  

自 令和  ７年  ４月  １日 

至 令和  ８年  ３月 31 日 
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Ⅱ 事業の概要 

１ 共済制度の概要 

（１）傷害補償共済Ⅰ･Ⅱ 
 

中小企業及び事業者の役員・従業員等を保障の対象として、日常生活中・就業中を問

わず、被共済者の傷害事故について、その死亡・後遺障害・入院・手術・通院等の事由

に対し、共済金を給付する。 
 

（２）傷害補償共済Ⅲ 

   中小企業及び事業者の役員・従業員等を保障の対象として、日常生活中・就業中を問

わず、被共済者の傷害事故について、その死亡・後遺障害・入院・手術・通院等の事由

に対する共済金を給付する。 

加えて、入院保障に対するニーズが高まっていること及び医療技術の進歩により入

院日数が短期化している傾向を受け、入院保障に重点を置いた制度として、入院共済金

が支払われる場合には、一時金として入院初期費用共済金を給付することとし、さらに、

特約を付帯することにより、主契約の保障内容のうち、入院・手術の事由をさらに手厚

く保障する。また、就業中に発症した熱中症について、その死亡・後遺障害・入院・手

術・通院等の事由に対し、共済金を給付する。 
 

（３）傷害補償共済Ⅲ 800 

   「傷害補償共済Ⅲ」の保障を半額で提供する制度で年齢にかかわらず月額共済掛金を

一律 800 円とし、掛金を少しでも抑えたい中小企業及び事業者のニーズに応えた共済

制度。 
 

（４）業務上災害共済 
 

中小企業の役員・従業員等を保障の対象として、就業中・通勤途上における被共済者

の傷害事故について、被災者には死亡・後遺障害・入院の事由に対する共済金を給付し、

契約事業所には企業損失の補てんとして企業支援金を給付する。 

また、これに加えて、業務用現金の強盗・ひったくり被害による損害に対し、てん補

金を給付する。 
 

（５）生命医療共済 
 

中小企業及び事業者の役員・従業員等を保障の対象として、契約事業所における福利

厚生のための「弔慰金・見舞金規定」に合致するよう保障内容を選択式とした共済制度

で、被共済者の死亡・入院・傷害による通院の事由に対し、共済金を給付する。 
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（６）中小企業の大黒柱 休業支援共済 

中小企業及び事業者の“大黒柱”である役員・事業主等が長期に亘る入院を余儀な

くされる事態に直面した場合の休業・廃業等のリスクに備えるため、当座の事業運営資

金や生活資金の補てんを目的とする、事業継続のための共済制度で、中小企業及び事業

者の役員・事業主等を保障の対象として、被共済者の病気及び傷害事故を原因とする 30

日以内の入院を１日目から保障するとともに、30 日以上の入院に対しては、入院共済

金日額の 70 倍を一律保障し、共済金を給付する。 
 

（７）中小企業の大黒柱 傷害共済制度 
 

中小企業及び事業者の役員・事業主、従業員・家族専従者等を保障の対象として、日

常生活中・就業中を問わず、被共済者の傷害事故について、その死亡・後遺障害・入院・

手術・通院等の事由に対し、共済金を給付する。 

また、これに加えて、業務用現金の強盗・ひったくり被害による損害に対し、てん補

金を給付する。 
 

（８）生命医療共済（シニア選択緩和型） 

全国的に進む少子高齢化の影響により就業年齢が年々高まる傾向を受け、中小企業

になくてはならない重要な労働資産として位置づけられる高齢就業者層のニーズに特

化した共済制度で、中小企業及び事業者の役員・従業員等を保障の対象として、被共済

者の病気及び傷害事故を原因とする死亡・入院の事由に対する共済金を給付する。 

また、これに加えて、がん治療のため先進医療による療養をうけたとき約定共済金額

を上限に当該先進医療の費用を実費給付する。 
 

（９）福利厚生共済 
 

中小企業及び事業者の役員・従業員等を保障の対象として、契約事業所における福利

厚生のための「弔慰金・見舞金規定」に合致するよう保障内容を選択式とした共済制度

で、被共済者の死亡・後遺障害の事由に対し、共済金を給付する。 
 

（10）労災費用共済 
 

政府労災保険の適用を受ける中小企業及び事業者を保障の対象として、以下４つの

企業リスクに対し、共済金を給付する。 

・労働災害に対する従業員への補償リスク（従業員の業務中のケガを補償） 

・労働災害による企業の金銭的損失リスク（事業所の費用損失を補填） 

・労働災害が企業の民事賠償責任に発展した場合の賠償リスク 

・労働問題により企業が訴えられた場合の対応リスク（労働問題の弁護士費用を補償） 
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２ 事業の実施方法 

① 『傷害補償共済Ⅲ』を基本共済・基本制度と位置付け、新規法人事業所を開拓し、募

集拡大を図る。 

② 既存契約については、新制度『労災費用共済』を中心に各種制度につき、組合員のニ

ーズに沿った上乗せ提案をすることで保有契約の純増に努める。 

③ 組合員サービス体制の見直しを行い、手続きの簡略化及び利便性の向上を図ることで、

保有契約維持及び推進強化に繋げる。 

④ 組合員に対して質の高い共済加入付帯サービスを提供し、保有契約の維持増強を図る。 

⑤ 既存共済代理店の募集力強化及び新たなマーケットの創出により共済募集網の拡充

を図る。 

⑥ 共済金支払率など共済成績の検証を継続的に行い、共済制度の健全性を図る。 

 

 

３ 事業目標 

令和７年度の各共済制度における目標は以下とする。 

共 済 種 類 
令和７年度末被共済者数 収入共済掛金 

被 共 済 者 数  前年度比  (％) 金  額  (千円 ) 前年度比  (％) 

傷害補償共済Ⅰ･Ⅱ 5,372 85.0 111,417 88.0 

傷 害 補 償 共 済 Ⅲ 10,323 104.9 209,319 105.4 

傷害補償共済Ⅲ800 3,468 111.6 31,709 111.2 

業 務 上 災 害 共 済 2,493 88.9 30,691 92.1 

生 命 医 療 共 済 3,796 100.0 58,882 101.6 

大黒柱休業支援共済 1,464 100.0 47,894 101.3 

大黒柱傷害共済制度 344 85.1 3,566 87.4 

生 命 医 療 共 済 
（シニア選択緩和型） 

1,554 112.1 56,717 107.7 

福 利 厚 生 共 済 3,671 91.1 81,195 94.6 

労 災 費 用 共 済 433 211.2 36,407 207.1 

合 計 32,918 98.7 667,798 102.4 

※ 傷害補償共済、傷害補償共済Ⅲ及び生命医療共済における「収入共済掛金」には、特約分を含みます。 
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４ 共済金支払見込 

令和７年度の各共済制度における共済金支払見込は以下とする。 

共 済 種 類 
令和７年度共済金支払見込  

金  額  (千円 ) 支  払  率  (％ )   

傷害補償共済Ⅰ･Ⅱ 89,132 80.0   

傷 害 補 償 共 済 Ⅲ 83,728 40.0   

傷害補償共済Ⅲ800 6,342 20.0   

業 務 上 災 害 共 済 3,069 10.0   

生 命 医 療 共 済 14,721 25.0   

大黒柱休業支援共済 9,579 20.0   

大黒柱傷害共済制度 357 10.0   

生 命 医 療 共 済 
（シニア選択緩和型） 

8,508 15.0   

福 利 厚 生 共 済 28,418 35.0   

労 災 費 用 共 済 7,281 20.0   

合 計 251,135 37.6   

※ 傷害補償共済、傷害補償共済Ⅲ及び生命医療共済における「共済金支払見込」には、特約分を含みます。 

※ 生命医療共済（シニア選択緩和型）及び労災費用共済は、中小企業福祉共済協同組合連合会（中済連）と当組合

の共同共済事業による制度であり、中済連と当組合が連帯して共済契約者と共済契約を締結しますが、共済引受

責任（共済支払負担）は、中済連が 100％負うことになります。 

※ 支払率 (％) ＝共済金支払見込金額／収入共済掛金額×100 
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Ⅲ 組 織 体 制 

１ 総代会・理事会 
 

（１）理事の改選 

現任理事の任期が、就任後第２回目の通常総代会に当たる、本年度通常総代会の終結を

もって満了となるため、定款第 26 条の規定に従い、すべての理事を改選する。 
 

（２）総代通常選挙の実施 

現総代の任期（２年）が年度の中途で満了となるため、組合が別に定める「総代選挙規

約」の規定に従い、総代の通常選挙（定数：120 人）を実施する。 
 

 ① 現総代の任期 

  就任日：令和５年８月 10 日 、 満了日：令和７年８月９日 
 

 ② 新総代の任期（予定） 

  就任日：令和７年８月 10 日 、 満了日：令和９年８月９日 
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２ 運営組織 
 

組合員拡大 及び 組合員に対するより良いサービスの向上を目指し、より迅速かつ効

果的な業務運営を実践するため、攻めの組織体制として、新たに４部門を設置し、共済募

集力の強化 及び 内部管理態勢の確保に努める。 

 
 

◆ 体制図 ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 令和７年４月１日現在 】 

総 代 会 

監 事 

理 事 会 

審 査 委 員 会 

理 事 長 

専 務 理 事 

共済事務局 福利厚生推進局 

常 務 理 事 

リスク管理室 新規事業開発室 

福利厚生 

推進１課 
総務 

イノベーション課 

福利厚生 

推進２課 
マーケット 

開発課 
経営管理課 共済管理課 保障課 
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収 支 予 算 

 

 

 

 

神奈川県福祉共済協同組合 

事 業 費 用 の 部 金  額  (千円 ) 事 業 収 益 の 部 金  額  (千円 ) 
      

 共 済 金 251,135  共 済 掛 金 667,798 

 再 保 険 料 112,276  再 保 険 金 50,262 

 連合会共済掛金 47,976  連 合 会 共 済 金 15,789 

 共済責任保険料 81,316  共済責任保険金 78,547 

 事 業 費 353,316  再 保 険 手 数 料 49,471 

 諸 税 負 担 金 2,200  受 取 手 数 料 23,000 

 減 価 償 却 費 9,000    

 退職給付引当金繰入 5,340    

 普通支払準備金繰入 45,000  普通支払準備金戻入 41,977 

 ＩＢＮＲ準備金繰入 22,000  ＩＢＮＲ準備金戻入 22,490 

 普通責任準備金繰入 50,000  普通責任準備金戻入 43,132 

 異常危険準備金繰入 6,000  共済普及推進引当金戻入 20,000 

      

 事 業 費 用 合 計 985,559  事 業 収 益 合 計 1,012,466 

事業総利益金額 26,907   
    

事業外費用の部  事業外収益の部  
      

 繰 延 資 産 償 却 13  利息配当金収入 1,509 

    雑 収 入 50 

 事業外費用合計 13  事業外収益合計 1,559 

経 常 利 益 金 額 28,454   
    

特 別 損 失 の 部  特 別 利 益 の 部  
      
      

 特 別 損 失 合 計 0  特 別 利 益 合 計 0 

税引前当期純利益金額 28,454   
        

法 人 税 等 8,713   
        

当期純利益金額 19,741   
    

   

自 令和  ７年  ４月  １日 

至 令和  ８年  ３月 31 日 


